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１．まえがき 

通勤トリップ長の最適化（最小化あるいは最大化）を図る

分析手法としては、従来から線形計画問題を基礎とした最適

職住割当問題が提案されている。そして、この最適職住割当

問題によって算定される最小値及び最大値を基に、都市統合

指数、過剰率あるいは交通流動率等の指標が提案されてきた。

しかしながら、この最適職住割当問題の場合はLP問題の数学

的性質から通勤者の実際の通勤交通行動を考慮することがで

きない点が指摘されている。このため、通勤距離最小化問題

に対しては、実際の通勤交通行動としてプリファレンス曲線

を組み込んだ最適職住割当問題の拡張が試みられている。 

本研究においては、最適職住割当問題の最大値に対する職

住割当パターンを踏まえて、通勤交通行動として「べき乗関

数」を組み込んだ通勤距離最大化問題の定式化を最適職住割

当問題を基礎に考察を試みた。そして、正方都市形態におけ

るモデル計算を通して通勤距離最大化に対する職住割当パタ

ーン及び通勤トリップ長等について考察を行った。 

２．通勤距離最大化行動について 

札幌市パーソントリップ調査データ（1994年通勤交通）及

び正方都市形態モデル（後述の図―３）を対象に、既往の最

適職住割当問題を基に各ゾーン（ノード）の OD 交通量を算

定した結果の一部が図－１及び図－２である。図－１は、札

幌市の 53 ゾーンのうち発生交通量が多いゾーンを対象にし

た最小値（図中の□）及び最大値（図中の■）に対する各ゾ

ーンの職住割当パターン（OD交通量）である。また、図－２

は図－３に示す正方都市モデルのいくつかのノードに対する

最小値及び最大値の結果である。 

これらの結果から、最適化行動としての最小値に対する職

住割当パターンは対角線より左上に、最大値は右下にそれぞ

れ分布していることが分かる。最小値に対する職住割当パタ

ーンとしての通勤距離最小化行動に対しては、図－1 に示す

ように既に実際の通勤交通行動を踏まえて２次曲線で曲線回

帰されたプリファレンス曲線が考えられている。 

一方、通勤距離最大化行動に対する職住割当パターンを曲

線回帰で表現しようとするとき、図－1及び図－2に示すよう

に、たとえ下に凸な曲線でも最小化行動と同様に２次曲線で

曲線回帰することは不可能と思われる。下に凸な曲線形状で

あるとともに、理論的に通過しなければならない原点（0.0、

0.0）及び座標値（1.0、1.0）を通過する曲線として式（１） 

図－１ 職住割当パターン及びプリファレンス曲線（札幌市） 

図－２ 通勤距離最大化行動の概念図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－３ 正方都市形態モデル 

 

に示す「べき乗関数」を考えた。 
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３．通勤距離最大化行動を考慮した最適職住割当問題について 

通勤距離最大化行動としての「べき乗関数」を組み込んだ

最適職住割当問題は、式（２）～（11）の制約条件の下で式

（12）を目的関数とする問題として定式化できる。その結果、

式（12）の目的関数の通勤距離を最大化する各ゾーンの「べ

き乗関数」の係数 ai を求めることができるとともに、通勤ト

リップ長を最大化するような職住割当パターンとしての OD
交通量ｘijも算定することができる。本研究では、この拡張し

た最適職住割当問題を「拡張最適」問題という。 
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４．分析結果について 

図－３に示す正方都市形態モデル及び表－１に示す職住分

布パターンとして発生・集中交通量の相対比率、さらには分

布パターンの組合せとしての表－２に示す９つの土地利用パ

ターンを対象に分析を試みた。９つの土地利用パターンに対

して、それぞれ「拡張最適」及び「既往最適」問題を通して

平均トリップ長を算定した結果が図－４である。 

いずれの土地利用パターンに対しても、「拡張最適」問題は

「既往最適」より最大値は小さく、実際の通勤交通行動を考

慮した通勤トリップ長の上限値を算定することができた。ま

た、通勤交通行動を考慮した「拡張最適」問題の最小値（下

限値）との比較のなかで、実際の通勤トリップ長が取りうる

範囲についても考察することが可能と思われる。 

図－５には、パターン４に対する各ノードの「べき乗関数」

を図示した。各ノードの関数に対する係数 a の値は、図から

も分かるように 1～3.08 の範囲を取っている。目的関数の式

（12）を最適化するような各ノードの交通行動となっている。 

５．あとがき 

以上、本研究は通勤距離最大化行動として「べき乗関数」

を適用するとともに、この関数を組み込んだ「拡張最適」職

住割当問題の定式化を試みた。その結果、既往の最適職住割

当問題に比べて通勤交通行動を考慮した通勤トリップ長の上

限値を算定することができた。今後は、実際の都市を対象に

した分析を行って交通流動率等についても考察を進めていく。 

表－1 発生・集中交通量の相対比率 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表－２ 土地利用パターンの組合せ 

 

 

 

 

図－４ 各土地利用パターンに対する平均トリップ長 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－５ 土地利用パターン４に対する各ノードのべき乗曲線 
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パターン1 パターン2 パターン3
パターン4 パターン5 パターン6
パターン7 パターン8 パターン9

周辺高密
全域均等

全域均等周辺高密中心高密

中心高密

ゾーン番号 1 2 3 4 5
中心高密 0.025 0.025 0.025 0.025 0.025
周辺高密 0.060 0.040 0.040 0.040 0.060
全域均等 0.040 0.040 0.040 0.040 0.040

ゾーン番号 6 7 8 9 10
中心高密 0.025 0.050 0.050 0.050 0.025
周辺高密 0.040 0.039 0.025 0.039 0.040
全域均等 0.040 0.040 0.040 0.040 0.040

ゾーン番号 11 12 13 14 15
中心高密 0.025 0.050 0.200 0.050 0.025
周辺高密 0.040 0.025 0.025 0.025 0.040
全域均等 0.040 0.040 0.040 0.040 0.040

ゾーン番号 16 17 18 19 20
中心高密 0.025 0.050 0.050 0.050 0.025
周辺高密 0.040 0.039 0.025 0.039 0.040
全域均等 0.040 0.040 0.040 0.040 0.040

ゾーン番号 21 22 23 24 25
中心高密 0.025 0.025 0.025 0.025 0.025
周辺高密 0.060 0.040 0.040 0.040 0.060
全域均等 0.040 0.040 0.040 0.040 0.040
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